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事業計画書作成にあたって

　 本 法 人 は、「 伝 統 に 立 つ 改 革、 そ し て 未 来 へ 」 と い う テ ー マ の も と、「 創 立

150 周年に向けて、法人組織を強化するとともに、絶えず変化する環境に対応

できる人材を積極的に養成し、社会に貢献する学校法人を目指す」という基本

方針に則り、大学をはじめとする法人各設置校は将来像と教育目標を定め、そ

の実現に向けた戦略への取り組みを始めてから 4 年目を迎えました。

　法人各設置校の進捗状況を見ますと、最初の 2 年間こそ体制作りに費やされ

た部分が大きかったものの、策定した戦略毎に前年度までの達成度を検証評価

し、5 年後のあるべき姿に近づけるべく、具体的な施策に着手しております。

　例えば、大学の「建学の精神に基づく、日本を学ぶ体系的なカリキュラムや

研究を推進する環境の整備」という戦略は、「DX 等を活用した研究成果、学術

資産の積極的発信」という施策が、また北海道短期大学部の「教育の質を保証

する仕組みの強化」という戦略は、「ICT 環境の整備・活用・検証」という施策が、

国学院高等学校の「よりきめ細かい指導を可能にする、ソフトとハードの環境

整備」という戦略は、「5 教科入学者の模試結果分析と進路選択調査」という施

策が、国学院大学久我山中学・高等学校の「中高連携のさまざまな活動や学び

を通じた、主体的かつ協調的な姿勢の体得」という戦略は、「文化祭など全体行

事での中高合同活動の実施および検証」という施策が、国学院大学附属幼稚園

の「教員の資質および専門性の向上」という戦略は、「保育指導の検証と見直し」

という施策が、国学院幼稚園の「国学院ブランドの確立と地域社会および保護

者への周知」という戦略は、「新ホームページ（SNS 含む）の運用開始・ブラッ

シュアップ」という施策が計画されております。

　私どもは、今年度も財務計画に裏付けされた将来像の実現に向けて努めてま

いりますので、本事業計画書をご覧いただいた皆様方のご指導ご鞭撻ならびに

ご支援を賜りたく、宜しくお願い申し上げます。

学校法人國學院大學

理事長  佐栁　正三
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※各校の「現在の指標」は、事業計画書作成段階のものになります。
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法人事務局事業計画

学校法人國學院大學 令和７年度事業方針

法人の基本方針

基本方針の達成に向けて
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創立150周年に向けて、法人組織を強化するとともに、絶えず変化する環境に対応

できる人材を積極的に養成し、社会に貢献する学校法人を目指す。

教育研究の推進 絆と誇りの涵養

機関名 ガバナンスの強化 DXの推進 その他個別施策

国学院大学 ○ ○ ○

国学院大学北海道短期大学部 ☆ ☆ ◎

国学院高等学校 ○ ○ ○

国学院大学久我山中学・高等学校 ○ ○ ○

国学院大学附属幼稚園 ☆ ◎ ○

国学院幼稚園 ☆ ◎ ◎
凡例）　☆：積極的支援　◎：要請に応じる支援　○：経過進捗の共有

学校法人國學院大學の中期５ヵ年計画における目標は、6つの設置校が掲げるそれぞれの目標を達成することです。
令和7年度は、中期５ヵ年計画の４年目にあたることから、法人基本方針のもと、学校法人としても法人各設置校の計画
進捗を共有し、ガバナンスの強化、DXの推進、その他個別施策の視点で支援してまいります。
なお、令和６年度における法人各設置校の計画進捗に濃淡があるため、メリハリある支援業務を遂行してまいります。

Ⅰ

Ⅱ

「日本」を知る�
教育研究の推進と発信
建学の精神に基づき、「日本」を
究めるための教育研究を推進し、
広く世界に向けて発信する。

法人組織・仕組みの強化
諸施策の策定、管理運営には、法人内外より多様な人
材を登用するとともに、	外部の識者の知見を取り入れ、
法人運営を行う。また、DXも活用して法人内連携を
進め、法人組織の改革と強化を図る	。

共生社会を支える�
人材の育成
他者を理解し、尊重したうえで、
共生社会を支える人材を育成する。

教育研究環境の充実
教育研究を推進するためにDXを活用し、
諸環境の整備と充実を図る。

Ⅰ

Ⅱ



組織

◆デジタル化前提の組織構築と連携強化
　⇒個別最適化から全体最適化へ

○取組施策
　・法人DX推進会議の運用
　・統合データベースの構築と活用方針策定
　・管理系業務の全体最適化

教育

◆教育現場における設備等充実とICT支援
◆DX・IT人材育成と必要支援体制の構築

○取組施策
　・教育現場の ICT 設備等把握と充実化
　・情報教育の充実と IT、AI 人材育成への教育力強化
　・教学系 IR の推進とエンロールマネージメントの検討　

研究

◆学術情報の体系的管理と公開によるブランド構築

○取組施策
　・研究成果・学術資産の体系的管理とデジタル活用
　・研究費管理と支援体制強化
　・オープンサイエンスへの対応計画策定

施設・
学生生活

◆インフラ面の将来計画とスマートキャンパス構想

○取組施策
　・インフラ関連の財務分析と将来的更新計画の策定
　・統合データベースとエンロールマネージメントの検討
　・学校保健業務のシステム化と法人内構築の検討　

業務

◆業務改革とペーパーレス化の促進　効率化と持続性の担保
◆DX・IT人材育成強化

○取組施策
　・業務改善、改革に向けた現状把握と改善計画
　・教職員ポータルの構築による効率化推進
　・DX、IT 人材育成推進に向けた支援体制強化　

情報
公開

◆データの体系的管理と活用
　データドリブンによる施策展開とIR推進

○取組施策
　・統合データベースの構築と活用方針策定
　・教学 IR の推進と情報公開によるブランド構築
　・データ活用による施策策定と実行に向けた環境構築

Ⅰ．体系的なデジタル化

Ⅱ． 法人連携を強め 
組織の改革と強化

Ⅲ．効率・効果の追求

学校法人國學院大學 DX 推進計画

目標： システム等の整備による 
全体最適化

効果： 全体最適化を目的とした 
各システムを組織内全体 
で把握・管理・運用し効率
化・持続性を担保

次のアクション：
　　  ①現状把握とマッピング
　　  ②システム体系整備

目標： デ ジ タ ル を 前 提 と し た 
組織間連携

効果： シ ス テ ム を 可 視 化 し、 
法 人 全 体 で の 運 用・管 理
を行うことで、連携強化
と効率化を推進

次のアクション：
　　  ①統合と切り分け
　　  ②法人間連携業務精査

目標： 各分野の効率化と新たな
価値創造

効果： 業務の効率を上げ、負担
を軽減し、時間的余裕の
確保と各分野による新た
な施策の展開

次のアクション：
　　  ①基本的事項の統合
　　  ②現状課題解決と発展

「デジタル」を活用した、新たな価値創造へ向けて
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将来像実現に向けた戦略

教職員の多様性の確立と、働きやすい職場の実現
戦 略

5

大学を中心とした多様なネットワークの構築
戦 略

4

国学院大学

将来像

教育目標

「問い直す」「学び合う」「共に生きる」

さまざまな背景を持った学生・教職員が
共に学び合えるキャンパスの実現

戦	略

2

共生社会を創り出す人材の輩出
戦	略

1

知の創造。日本をみつめ、未来をひらく

　大学は、単なる知識の伝達の場ではなく、教員
と学生、学生と学生とが共に学び合い、学生の知
を日々新たにするとともに、既存の知を問い直し、
知を創造する場です。本学は、未来の共生社会を
創り出す人材を育成し、これまでの知の蓄積を踏
まえて、物事の本質を究め、日本の淵源に思いを
いたし、未来をひらく大学となります。

建学の精神に基づく、日本を学ぶ体系的な
カリキュラムや研究を推進する環境の整備

戦	略

3

　中期５ヵ年計画の後半に入り、最終年度までの目的達成
に向けて、個々の具体的な施策を引き続き進めていきます。
法人全体の DX 推進プランのもと、戦略１・２・３にわたって、
教育の質保証および教学マネジメントを支える教学 IR の基
盤システムに係るデータの整備をし、令和７年度からは本
格的な稼働を予定しています。戦略２で掲げる外国人留学
生の受入れ強化は、令和７年度入学試験の受験者数・合格
者数ともに増加しました。戦略３で示した日本と日本文化
の組織的研究についても、先駆的なテーマに全学規模で取
り組んでいます。

最終年度を意識して、具体策を進める

針本　正行
国学院大学学長

国
学
院
大
学

国
学
院
高
等
学
校

国
学
院
大
学

北
海
道
短
期
大
学
部

国
学
院
大
学
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学
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園

国
学
院
幼
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園

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
国学院大学戦略図国学院大学戦略図
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現在の姿

［教育の質］多様性や共生社会に関する科
目の履修環境の整備を継続的に進めてい
る。

［研究・教育］SDGsを建学の精神から考
察する研究活動の成果について、共通教
育プログラムや公開研究会などを通じ
て学生や社会に還元している。

［キャリア支援］社会との接点を多く持
つため、インターンシップ参加に向けた
取り組みを強化している。

現在の姿

［留学生・社会人］外国人留学生の受験者
数、合格者数がともに増加した。社会人
の受け入れ戦略は大学院を中心に強化
している。

［学びの場］観光まちづくり学部が３年
目を迎え、教員、学生間の多様な交流が
展開している。

［DX/ICT］教学 IRとしてのデータ整備や
基盤システムの構築が進んでいる。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］多様性や共生社会に関する体系的な
学びによって、学生が共生社会を創り出せる素
養を身につけた人材に成長している。

［研究・教育］多様性や共生社会に関する研究基
盤とプラットフォームが整備され、学部横断的
な研究が促進している。研究成果が体系的なカ
リキュラムに応用されるとともに、社会への還
元も進んでいる。

［キャリア支援］多くの学生が２年次までに希望
進路を決定できている。

達成後の姿（令和８年度）

［留学生・社会人］留学生や社会人の受け入れ方
針が策定され、積極的な受け入れによって学生
の多様化が進行している。

［学びの場］学生や教職員の新たな知の獲得や理
解、そして知の創造にキャンパスがその役割を
果たしている。たまプラーザキャンパスでは２
学部の学生交流が活発に行われている。

［DX/ICT］DX の 推 進 に よ っ て、リ ア ル 空 間 だ け
ではなくヴァーチャル空間も活用した学び合い
の場を提供している。

現在の指標

多様性や共生社会に 
関する科目の履修率：23.1%

多様性や共生社会に関する科目数：21 件

３年次夏期休暇終了までの 
インターンシップ参加率：67.8%

現在の指標

外国人留学生比率：0.32%

社会人学生比率：0.11%

海外協定校：35 校

海外招聘研究者：10 人

最終評価指標（令和８年度）

多様性や共生社会に関する科目の履修率：100%

多様性や共生社会に関する 
知識が身についた（アンケート）：70% 以上

３年次夏期休暇終了までの 
インターンシップ参加率：70%

研究成果および社会貢献の 
成果に関するパブリシティ：10 件（年間）

最終評価指標（令和８年度）

外国人留学生比率：2%

社会人学生比率：1.5%

海外協定校：30 校

海外招聘研究者：10 人

ラーニングコモンズ等の 
　　　　　　　　利用者：2,500 人（全学生の 25％）

多様性や共生社会をテーマとした研究を学部横断的に行うプラットフォームを構築し、それに基づく体系的なカリキュ
ラムを整備するとともに、低学年次からのキャリア支援により、共生社会を担う人材を輩出する。

留学生や社会人の受け入れを積極的に推進するとともに、DX構想を進め、時間的、空間的制約を受けない学修の場や学
び合う機会を提供する。出自や文化的背景、思考様式の異なる他者と学び合うことで、多様性の理解を促しながら、共
生社会で生きていく術を身につけ、新たな知を創造するキャンパスを実現する。

共生社会を創り出す人材の輩出

さまざまな背景を持った学生・教職員が
共に学び合えるキャンパスの実現

戦 略

1

戦 略

2

国学院大学

□�多様性や共生社会を考える�
教育の推進と実践

□�新たな共通教育�
カリキュラムの運用

□ �DX も活用した�
学内連携による学生支援

□�低学年次からの�
キャリア支援の推進

□�学部・大学院の再編と�
新学部・新研究科等の検討

□�「建学の精神」に基づく多様性や�
共生社会に関する研究の推進と
研究成果の教育への還元、�
および研究成果に基づく�
社会貢献の推進

□�多様な背景を持った学生の�
積極的な受け入れ

□�大学院におけるリカレントコース、
長期履修制度の検証と改善

□学術成果の国際的発信の推進

□��２学部体制による�
たまプラーザキャンパスの活性化

□ �DX を活用した�
新しい教育研究への変革

□ �DX も活用した新たな�
学習環境の検討・整備

□�新たな教育支援・相談体制の�
確立と、幅広い支援の実施

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー
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現在の姿

［教育の質］カリキュラム整備や組織改
編の前提となる規程などの整備を進め
ている。

［研 究］研 究 開 発 推 進 機 構 を 中 心 に、神
道・日本文化研究を中核とする学部横断
型の大規模共同研究に取り組んでいる。

［社会貢献］公開講座の開講分野やオン
ライン講座を拡大して、国学院大学が持
つ学術資産の発信を強化している。

現在の姿

［学びの場］渋谷とたまプラーザの各キャ
ンパスで、地元地域や企業との協定に基
づく連携事業が活発に行われている。

［産官学連携］各学部などで始めた産官
学連携の取り組みを踏まえて、大学全体
での包括連携協定の締結数が増えてい
る。

［協定校連携］既存の協定校向けの大学
紹 介 機 会 を 拡 大 し、入 学 者 数 の 増 加 を
図っている。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］日本を学ぶための体系的なカリキュ
ラムが構築され、すべての学生が履修できる体
制を提供している。

［研究］日本をテーマにした研究が学部横断的に
展開され、その成果をカリキュラムのみならず、
講演・講座等を通じて社会への還元もなされて
いる。

［社会貢献］日本をテーマにした研究が国際的に
発信されることで、日本に関する教育研究を推
進する大学としての価値が向上している。

達成後の姿（令和８年度）

［学びの場］両キャンパスが所在する渋谷区およ
び横浜市との連携がさらに強固なものとなって、
お互いの価値向上に貢献している。

［産官学連携］協定に基づく具体的な事業が複数
実施されて、本学中心のネットワークが構築さ
れている。事業の成果がグローバルに発信され、
社会への還元がなされている。

［協定校連携］協定校が増加し、本学の理念・目的
を理解した高校生を安定的に受け入れる体制が
整っている。

現在の指標

日本を学ぶ体系的な 
カリキュラムの構築：構築に向け検討中
日本をテーマとした 
学部横断的、 
組織的な研究基盤： 整備中・着手課題 1 件
公開講座参加者：3,153人（令和7 年1 月末現在）

博物館来場者：46,939人（令和7 年1月末現在）

現在の指標

協定企業：11 社

協定校：12 校

産官学連携事業：11 件

ホームページ（英語）ページビュー： 
　　　57,397 件（令和 7 年1月末現在） 
協定締結地域：13 地域

最終評価指標（令和８年度）

日本を学ぶためのカリキュラム履修率：100％

日本をテーマとした学部横断的、 
　　　　　組織的な研究課題数：3 件

公開講座参加者：2,000 人

博物館来場者：80,000 人

最終評価指標（令和８年度）

協定企業：10 社

協定校：10 校

産官学連携事業：10 件

ホームページ（英語）ページビュー：50,000 件

協定締結地域：12 地域

日本と日本文化に関する研究の蓄積を生かし、機構と学部の横断的な研究へ発展させ、その成果を教育に還元していく。
さらに、共通教育科目を中心に日本を体系的に学ぶカリキュラムや仕組みを整備し、建学以来、日本に関する教育研究
を推進してきた本学の特長をより強固なものにしていく。

これまで進めてきたさまざまな連携をさらに拡大し、教育機関、企業、地域や官公庁などとのネットワークを構築する。
互恵的な事業を展開することで、相互に固有の価値が形成され、高められていくような取り組みをしていく。さらに国
際的なプロジェクトの推進など、グローバルネットワークの構築も行う。

建学の精神に基づく、日本を学ぶ体系的な
カリキュラムや研究を推進する環境の整備

大学を中心とした多様なネットワークの構築

戦 略

3

戦 略

4

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□�日本を学ぶ全学的な�
カリキュラムの運用

□学部改組の検討

□�日本と日本文化に関する�
横断的研究の実施

□��『国学院大学 150 年史』�
編纂作業

□��DX�等を活用した研究成果、�
学術資産の積極的発信

□�キャンパスが所在する�
地域との連携強化�
（渋谷・たまプラーザ）

□�産官学連携の強化、�
協定の締結、連携事業の推進

□�地域連携・社会貢献に�
関するイベントの推進

□�国内外協定校�
（大学・高校）の拡大

□�国際的プロジェクトの推進

□�連携成果のグローバルな発信

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
国学院大学行動計画
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現在の姿

［組織運営］令和５年度末に事務局全体
を対象に実施した職員実態調査の結果
を踏まえ、人事制度の見直しに関する大
学事務局長特命のプロジェクトを立ち
上げている。

［DX］労務管理や経費精算に関する学内
事務の WEB システムへの移行を順次進
め、業務全体の合理化・省力化を図って
いる。

本年（令和７年）度の施策

□�戦略的な人事計画に基づく募集
（教員組織、事務局組織）

□�女性教員、若手教員の�
積極的な採用

□�出産・育児・介護関連�
サポートの充実

□若手研究者の就職支援の強化

□ �DX を利用した業務の効率化

□�オンラインを活用した�
働き方改革の推進

達成後の姿（令和８年度）

［組織運営］戦略的な人事計画と DXの成果が、教
育や研究、そして管理運営の支援強化に貢献し
ている。個々のライフサイクルに応じた支援や
制度によって、構成員の多くが働きやすい環境
であると実感できる組織になっている。働きや
すい環境の整備が、多様性のある組織づくりに
貢献している。

［DX］DX の 推 進 成 果 に よ り、教 職 員 が 働 き や す
い職場環境だと感じ取れることに貢献している。

現在の指標

女性教員比率：全体 25% 
（教授 21％、准教授 31％）

若手（39 歳以下）教員比率：11%

就業満足度（職員）：70%

学位（博士）保有率：58.1%

超過勤務時間数：約15.5 時間 /月（令和 7 年1 月末現在）

最終評価指標（令和８年度）

女性教員比率：全体 30%（教授 25％、准教授 35％）

若手（39 歳以下）教員比率：20%

就業満足度（職員）：88% 以上

学位（博士）保有率：57%

専任教員に対する専任職員比率：80%

超過勤務時間数：約 12 時間 / 月

採用方針の策定や職場環境の整備により、女性教員比率や若手教員比率を向上させる。事務局組織においては、規模を
新学部設置に合わせて拡大し、法人全体で進めているDX構想やオンラインの活用により業務効率を上げ、教育・研究・
管理運営支援の機能を強化する。職場環境の計画的な改善により多様性を尊重した活力ある組織を構築していく。

教職員の多様性の確立と、働きやすい職場の実現
戦 略

5

戦略達成のストーリー

国学院大学
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平野　泰樹　
国学院大学
北海道短期大学部学長

構
成
員
の
自
覚
と
向
上
の
視
点

キャリア強化による地域で活躍できる人材の輩出
戦	略

1

将来像実現に向けた戦略

教育の質を保証する
仕組みの強化

戦	略

2

新システムの導入と
研修による、
きめ細かい
個別指導の実施

戦	略

4

５ヵ年計画の完遂に向けて

　今年度は、中期５ヵ年計画の４年目となりますが、カリ
キュラムポリシーを中心として３つの方針を改訂し、新た
に自己点検評価を行います。特に、教学では編入学に対す
る基礎学力向上を図るため複数科目を開講し、教育の質を
保証する取り組みを強化します。加えて、「観光まちづく
り学部への３年次編入学」を実現するため、引き続き大学
と協議してまいります。
　また、「聴講生制度」では、地域に根ざす短期大学の認
知を確立させます。「学生募集」は、滝川市と連携し新た
な取り組みなど、戦略毎の課題に対峙していきます。

国学院大学
北海道短期大学部

　　

地域活性化に貢献する短期大学部となる

　少人数教育のメリットを最大限に生かせる教育
体 制 の 強 化、 地 域 と 連 携 し た 教 育 体 制 の 再 構 築、
キャリア支援の質的量的向上、および北海道内全
域からの募集強化を柱として、卒業後はそれぞれ
の地域社会で活躍し貢献できる人材を育成する短
期大学部となることを目指しています。

将来像

教育目標

地域で活躍し貢献できる人材を育成する

地
域
活
性
化
に
向
け
た

多
様
な
取
り
組
み
の
推
進

戦	略

3
学
生
募
集
の
強
化

戦	略

5
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学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
国学院大学北海道短期大学部戦略図
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現在の姿

［キャリア支援］正課にキャリア支援科目
を拡充し、学生の就職活動状況を把握し
やすいようにしている。就職対策に公務
員試験対策講座を専門業者と提携し実施
している。また、企業訪問を重ね、関係構
築を深め学生に情報を提供している。

［教育の質］基礎学力を強化する施策が
求められることから、さらなる向上を目
指し、検討している。

現在の姿

［教職員組織］教員の世代交代に伴い自
己点検・評価を適切に行うことのできる
人材を育成し、認証評価に備え推進して
いる。

［教育の質］令和６年度に３つの方針や
カリキュラムについて改定している。

［DX/ICT］ICT 環境の整備によるさらな
る 教 育 の 質 向 上 が 求 め ら れ て い る。教
職員への勤怠管理システムの導入も進
めている。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�キャリアセンターの機能拡充・
強化、企業との関係構築、�
インターンシップの質的強化

□�公務員希望者選抜入試制度の�
検証と改善

□�公務員試験対策講座、�
パブリックインターンシップの
検討・実施

□編入学対応科目強化策の実施

□�観光まちづくり学部への�
編入学に向けた条件整備

達成後の姿（令和８年度）

［キャリア支援］キャリアセンターの機能拡充と
全学的な体制の確立によって、学生が一般就職
や公務員就職、そして編入学といった多様な進
路 を 選 択・実 現 で き て い る。国 学 院 大 学 観 光 ま
ちづくり学部への編入学環境が整備され、学生
にとって新たな選択肢が増えている。

［教育の質］基礎学力の向上によって、学生が希
望する編入先への進学がスムーズに進行してい
る。

達成後の姿（令和８年度）

［教職員組織］教員の世代交代に伴う新たな自己
点検・評価体制が構築され、全学的な評価活動と
評価報告書作成の取り組みができている。

［教育の質］３つのポリシーおよびカリキュラム
の 改 定 が 行 わ れ、各 施 策 に も 反 映 さ れ て い る。
教養科目では多様性が維持され学生に提供され
ている。

［DX/ICT］教 学 に 関 わ る ICT 環 境 の 整 備 が 完 了
し、教育の質向上や法人間連携に貢献している。

現在の指標

キャリアセンター人員体制：1 人

公務員希望者選抜入試： 
 令和７年度入学生 1 名
観光まちづくり学部 
への編入学制度整備：課題対応中

現在の指標

新たな自己点検・ 
評価体制の構築進捗率：80%

学修成果と３つのポリシーの 
　　　　見直しと改定進捗率：80%

ICT 環境の整備進捗率：80%

最終評価指標（令和８年度）

キャリアセンター人員体制：3 人

公務員希望者選抜入試入学者：10 人

観光まちづくり学部への編入学制度：開始
インターンシップ 
受け入れ企業開拓：令和 5 年度＋ 18 社

パブリック・インターンシップ：15 人

最終評価指標（令和８年度）

新たな自己点検・評価体制の構築：完了
学修成果と３つのポリシーの見直しと改定：完了
新たな方針に基づくカリキュラムの改定：完了
ICT 環境の整備：完了

学生の進路選択の質（希望とのマッチング）を向上させ、進路の多様性に対応した施策を講じる。就職では、インターン
シップ受け入れ先をさらに拡大するとともに、企業との関係構築を強化。公務員試験対策では、新たな取り組み（選抜試験、
奨学金、公務員試験対策講座）により合格者の増加を目指していく。

全学的な自己点検・評価体制を構築。認証評価で用いられる「内部質保証ルーブリック」に基づく自己点検・評価を行い、
学修成果と３つのポリシーの検討・見直しを促進する。それらに伴うカリキュラムの改定を適宜行うとともに、ICT環
境を整備し教育の質の保証を促進していく。

キャリア強化による地域で活躍できる人材の輩出

教育の質を保証する仕組みの強化

戦 略

1

戦 略

2

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□�新体制による令和 7 年度�
自己点検・評価報告書の作成

□改定カリキュラムの実施・見直し

□�ICT環境の整備・活用・検証

国学院大学北海道短期大学部
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最終評価指標（令和８年度）

学生カルテ活用：100％

ルーブリック活用：100％

退学率：3％以下

ポートフォリオ活用：100％

現在の指標

学生カルテ活用：30％

ルーブリック活用： 
 専任教員での活用を再検証
退学率：1.5％

現在の姿

［社会・地域貢献］市民が受講しやすい学
習の形を提供することや、本学が社会的
な役割を果たしていくために行政や経
済界とともに地域活性化を進めている。

［教育の質］地域活性化や令和6年度新設
科目「まちづくりと観光」が新たに加わ
り、地域や観光まちづくり学部とともに
連携・協力体制を構築している。

現在の姿

［学生生活支援］個別指導による学生支
援を強化するため、学生情報の一元化に
よる活用・推進を進めている。また退学
率を改善する対応策の再検討が進んで
いる。

［教育の質］学生の学修意欲をより高め
るため、授業の評価基準や成績評価を可
視化するルーブリックの導入を引き続
き検討している。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□学生カルテの活用・検証

□ポートフォリオの活用・検証

□ルーブリックの導入・実施・検証

□退学者減少策の再検討

達成後の姿（令和８年度）

［社会・地域貢献］本学が高等教育機関の役割と
して、聴講生制度による授業科目の開放が行わ
れ、市民の自己実現に貢献できている。短大部、
滝川市、国学院大学観光まちづくり学部の協働
によるまちづくりプラットフォームが完成し、
地域活性化を促進する新たな取り組みが展開し
ている。

［教育の質］地域活性化をテーマにした教養科目
（座学と演習）に、国学院大学観光まちづくり学

部の教員が参画している。

達成後の姿（令和８年度）

［学生生活支援］一元化した学生情報を活用した
個別指導が、学修成果の質的・量的な獲得につな
がっている。ポートフォリオの活用が学生自身
の学修状況や不足点の自覚を促し、個別指導の
受け入れにつながっている。

［教育の質］ルーブリックの導入による授業の重
点や成績評価の可視化が、学生の学修意欲向上
に貢献している。退学率が３％以下になってい
る。

現在の指標

聴講生 
制度の整備：令和7年度実施（講座数の増加）
ま ちづくりプラットフォーム： 

市・商工会議所・短大部で 
組織する三者連絡協議会の活用

地域活性化 
カリキュラムの構築：一部運用開始

最終評価指標（令和８年度）

聴講生制度の整備：完了
まちづくりプラットフォーム：完成
地域活性化カリキュラムの構築：完了

授業を市民に開放することで生涯学習機能を高めていく。また、地域活性化をテーマにした教養科目を開設し、国学院
大学観光まちづくり学部の協力を得て、地域活性化人材の育成を行う。同時に短大部、滝川市、国学院大学観光まちづ
くり学部が三位一体となった“まちづくりプラットフォーム”を構築し、地域活性化を促進していく。

学生カルテによる学生情報の一元化を推進し、積極的に活用した個別指導を強化していく。また、自分の学業や課外活
動、地域活動、就職活動の状況などをいつでも閲覧できるポートフォリオおよび授業の重点や成績評価を可視化するルー
ブリックを導入することで、学修意欲の向上に役立て、学修成果の向上へとつなげる。

地域活性化に向けた多様な取り組みの推進

新システムの導入と研修による、
きめ細かい個別指導の実施

戦 略

3

戦 略

4

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□聴講生制度の運用開始

□�短大部、滝川市、滝川商工会議所、
観光まちづくり学部による�
プラットフォームづくり

□�観光まちづくり学部の教員�
オムニバス授業の展開

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
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現在の姿

［学生募集］令和６年度より info クラウ
ドを活用し、入学希望者の情報が共有さ
れ て い る。学 生 募 集 の た め の 情 報 を 共
有することにより効率化を図り、安定的
な入学者確保につなげる仕組みを導入
した。幼児・児童教育学科を学びと就職
の両面から支援し、地域から必要とされ
る人材養成機関として、社会ニーズに応
じた地域人材の輩出に努めている。

本年（令和７年）度の施策

□�高等学校への入学者・卒業生の
情報提供強化

□�幼児保育コースの募集強化策の
実施（道内高等学校・�
道内自治体との連携促進）

□�キャリアセンターの機能強化�
による就職支援の推進

達成後の姿（令和８年度）

［学生募集］在学生や卒業生の姿が高校教員や高
校生に届き、道内からの入学者数が増加している。

［キャリア支援］独自の奨学金制度や自治体との
連携による就職実績が、志願者の安定的な確保
に貢献している。道内自治体や企業との関係拡
大や強化によって、学生が希望する就職先への
進路決定数が拡大し、特に幼児保育人材を望む
道内自治体のニーズを満たしている。

現在の指標

道内出身入学者：66 人

公務員試験対策進捗率：
講座開設 3 年目 
開設 2 年目は公務員 4 人実績 

（市町村行政職・公務員保育士含む）

最終評価指標（令和８年度）

道内出身入学者：100 人以上

幼児保育コース入学者：40 人以上

公務員希望者選抜入試入学者：10 人

企業への就職希望者：50 人以上

キャリアセンターの機能を拡充し、学生が希望する職種や企業への就職を促進することで「道内出身者の募集強化」へ
つなげる。また、幼児保育コース専用の奨学金制度を積極的に活用するとともに、幼稚園教諭や保育士の人材確保に苦
慮している自治体と授業料分担に向けた連携を進め、幼児保育コースの入学者増加を図る。

学生募集の強化

戦略達成のストーリー

戦 略

5
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将来像実現に向けた戦略

礼節、主体性、協働性、リーダーシップの体得
戦	略

1

国内・国外の各種研修体制の発展
戦	略

3

高い英語力の獲得による、
大学進学実績と学校生活の満足度向上

戦	略

2

よりきめ細かい指導を可能にする、
ソフトとハードの環境整備

戦	略

4

国学院高等学校の将来像共有と 
中学生や保護者への発信

戦	略

6

構
成
員
の
自
覚
と
向
上
の
視
点

中村　彰伸
国学院高等学校校長

「高い専門性の学びにつながる基礎学力」、
「幅広い教養・コミュニケーション能力の獲得」、
「礼節、協働性、リーダーシップの形成」

教育目標

自 己 を 実 現 し 、 社 会 貢 献 す る  
力 の 基 礎 を 培 う 学 校 と な る
　いま世界には国や地域という枠を超えて直面し
ている問題が幾つもあります。こうした情勢の中、
本 校 は、 生 徒 達 が 各 自 の 目 指 す 進 路 を 勝 ち 取 り、
個々の能力を発揮し、将来社会で活躍することで
日本の成長に寄与するとともに、世界の諸問題解
決に向けてグローバル社会へ貢献する資質の基礎
を培う学校を目指します。

将来像
　都内第一位となる 2,841 人の志願者を集めスタートした
令和６年度。「理念を胸に、真っ先に選ばれる学校へ」を念
頭に計画を実行してまいりました。
　英語教育においては、令和７年度国学院大学への推薦入
学者における英検２級以上取得率が 91.2％となり、初めて
90％を超えることができました。
　しかし本校はこの状況に満足せず、さらなる飛躍へ向け
て超えるべき「課題」と捉え、国学院の理念を具現化する
教育活動の日々が教職員全員の喜びになるよう、組織力を
高めてまいります。

理念の共有を組織力の源泉に

国学院高等学校

生徒および教職員が安心して過ごせる、
環境づくりと危機管理を意識した協力体制の強化

戦	略
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学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
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現在の姿

［学校生活］校内においては、体育祭、文
化祭などの行事で、各実行委員の生徒た
ちがリーダーシップを発揮しながら積
極的に企画、実施している。また、校外
に お い て も、海 外・国 内 の 各 研 修 旅 行、
各部の合宿、修学旅行、高大連携授業な
どで主体的に行動し、メンバー皆で協力
し 合 い、本 校 生 徒 で あ る こ と の 自 覚 を
もって品位のある行動をとっている。

現在の姿

［教育の質］低学年における英検対策を
中心とした英語学習の重要性を中学生、
在学生および保護者に正しく伝える努
力を続けていく。

［生徒支援］早期に英検２級を取得する
ことで、国際的なコミュニケーションお
よび大学受験のための基礎力としての
英語力を身につけさせ、さらに上級の英
検対策を準備し、授業では高度な受験英
語へとつなげていく。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�文化祭の内容の�
充実策立案・情宣

□�体育祭の実施種目、実施方法の�
検討・改善

□�部活動環境改善の�
検討・整備

□�海外語学研修の既存コースの�
改良と新規コースの安定的運用

達成後の姿（令和８年度）

［学校生活］生徒自身が学校行事や部活動の運営
に自ら関わることで、礼節、主体性、協働性、リー
ダーシップの伸長を自覚できている。本校の生
徒が基礎学力のみならず、優れた人間性を兼ね
備えているという評価が得られるようになって
いる。

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］本校が求める生徒像について認知と
理解が進み、英語力の基礎を固めた中学生に選
ばれる高校として評価を受けている。英検受験
の推奨と支援が生徒の堅実な英語力を向上させ、
多くの生徒が高校生活に高い満足感を抱いてい
る。生徒の英検２級以上取得率が100％に近づ
いており、個々の生徒が目標達成を実感できて
いる。高めた英語力が生徒の希望する進路実現
に大きな役割を果たしている。

現在の指標

文化祭来場者：9,195 人

学校行事満足度：89.6%

部活動満足度：64.4%

部活動加入率：82.7%

海外語学研修参加希望者：178 人

現在の指標
卒業時英検２級取得率：87.1% 以上

卒業時英検準１級取得者：55 人

大学合格実績

国学院大学：171 人　GMARCH：445 人

早慶上理：82 人　国公立：7 人

最終評価指標（令和８年度）

文化祭来場者：10,000 人

学校行事満足度：90%

部活動満足度：80%

部活動加入率：90%

海外語学研修参加希望者：300 人

最終評価指標（令和８年度）
卒業時英検 2 級取得率：95%
卒業時英検準 1 級以上取得者：55 人以上
大学合格実績
国学院大学：210 人　GMARCH：500 人
早慶上理：150 人　国公立：25 人
学校推薦型選抜による大学進学者の英検２級取得率：100%
学習面満足度：80%

文化祭や体育祭などの行事をはじめ、クラブ、生徒会などの活動推進を、生徒の主体的な運営に任せる。生徒同士が意
見を出し合い、議論を交わし、目的の達成や課題を解決していくプロセスを経験することで満足度を高めるとともに、
礼節、主体性、協働性、リーダーシップを体得していく。教職員はあくまでアドバイザーの立場で関わる。

英検受験を奨励するとともに、効果的な講習や学習法を提供し合格率を飛躍的に伸ばしていく。講習内容は実施後アン
ケートなどを通じて改善を重ね質の向上を図る。また、個人差があるスピーキングやライティングの講座を独自に開講
するなど、より満足度の高い継続的な指導を行い、グローバル社会で活躍する人材の育成につなげていく。

礼節、主体性、協働性、リーダーシップの体得

高い英語力の獲得による、
大学進学実績と学校生活の満足度向上

戦 略

1

戦 略

2

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□�英検準２級以上取得の必須化�
による効果検証・改善策検討

□�英検講習完成度の検証、�
改善策の立案継続

□�通常の英検講習に加え、�
個々の実力や必要に応じた�
英検対策講座の実施
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現在の姿

［教育の質］生徒のニーズに応えた海外
語学研修を充実させ、語学の習得にとど
まらない異文化理解を高める学習機会
の 拡 大 が 求 め ら れ て い る。海 外 の み な
らず国内でも事前学習やフィールドワー
クなどの体験学習を通して、参加生徒が
自国文化の理解と海外文化の多様性を
学んでいく研修プログラムを充実させ
ていく必要がある。

現在の姿

［教育の質］プロジェクターとスクリー
ン を 全 教 室 に 完 備 し ICT 授 業 が 活 発 化
し て い る。次 年 度 の 選 択 授 業 設 置 の 計
画も順調に進んでいる。

［学生生活支援］部活動外部指導員には、
非常勤講師のコーチや専門知識のある
保護者などに依頼して、活動を支援して
いる。

［学びの場］専門家によるコンサルティン
グを踏まえ、校舎新築プロポーザルのため
の選定委員のリストアップを終えている。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�現行の海外研修に加え、�
ホームステイ型の�
海外語学研修の安定化

□�海外の３ヵ月留学の�
再開に向けての検討

□�現行の国内研修の安定化および
新たな研修の追加

□�事前学習等を含む�
研修内容の充実

□�アンケートによる�
研修満足度の確認

□ �ICT 教育環境の整備・充実化

□�新カリキュラム・コースの実施

□�充実した進路指導体制�
（オンデマンド授業動画・�
コーチング・学習アドバイザー・�
高大連携授業）の構築・�
実施・検証

□�よりよい外部施設・�
外部指導員やトレーナーの確保

□�校舎建て替え計画着手

□��５教科入学者の模試結果分析と
進路選択調査

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］多様なプログラムと充実した内容が、
本校を代表する特色として生徒や社会に評価さ
れている。海外からの研修希望者に対応できる
制 度 が 整 い、国 際 教 育 の 充 実 が 図 ら れ て い る。
生徒が国内研修で学んだ日本独自の文化に関し
て活発な議論を展開し、生徒自らが獲得した知
見を外部に発信できるようになっている。

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］新たなカリキュラムによって、生徒
が望む進路の実現に貢献している。国公立大学
受験にも十分対応できる教育内容が中学生や保
護者等に認知され、その地位が確立している。

［学生生活支援］外部施設確保や外部指導員の導
入が部活動の活発化を促し、生徒の主体性やリー
ダーシップを育んでいる。

［学びの場］防災や環境、生徒のニーズに合った
新校舎の基本構想が決定し、着工している。

現在の指標

海外語学研修参加希望者：178 人

都内英語研修参加者：23 人

海外３ヵ月留学参加者：0 人

国内研修への 
生徒参加率（１・２年生）：27.6%

現在の指標

学習面満足度：74.1%

生徒受信端末タブレット保有率：100%

外部施設確保： 
校舎建て替えとの関連により検討中
一般第２回入試〈５教科〉志願者：380 人

最終評価指標（令和８年度）

海外語学研修参加希望者：300 人

都内英語研修参加者：60 人以上

海外３ヵ月留学参加者：12 人

国内研修への生徒参加率：60%

最終評価指標（令和８年度）

学習面満足度：80%

生徒受信端末タブレット保有率：100%

外部施設確保：完了
一般第３回入試〈５教科〉志願者：300 人

海外語学研修希望者を確実に受け入れられる体制づくりに努め、付加価値の高い研修に仕上げていく。そのために国際
教育全体のプランニングを進め、関わる教職員の人材確保と育成を行い、長期的に安定した研修を構築していく。また、
生徒の多様な興味に応える新たな国内研修を企画し、充実を図る。

防災と環境に配慮した新校舎建設により、地域社会への貢献とSDGsへの取り組みを行う。また、カリキュラムの再編
と生徒のニーズに合った学習指導体制を構築。ICTスキルの向上を図るとともにオンライン授業を増やし、校内に限定
されない自由度の高い教育を推進していく。クラブ活動では外部指導員やトレーナーを招聘し、活性化につなげる。

国内・国外の各種研修体制の発展

よりきめ細かい指導を可能にする、
ソフトとハードの環境整備

戦 略

3

戦 略

4

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
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現在の姿

［教職員組織］教職員による生徒支援体
制をより強固にするため、チームワーク
形 成 の 施 策 が 求 め ら れ て い る。と く に
危機事象に対する内外対応や、教職員が
働きやすさを実感できる環境と組織の
整備安定化が必要である。

［生徒・教職員支援］生徒や教職員が抱え
る課題を支援するための制度や施策定
着が必要である。

現在の姿

［生徒募集］中学生や保護者に対し、年度
の早期から塾主催説明会やミニ説明会
を行い、来校の機会を設けている。

［教職員組織］校舎建て替え計画を見据
え、教職員は密に意思疎通を図り、本校
の将来像をより一層共有する必要があ
る。

［教育の質］授業カリキュラム・講習など
について、調査分析の結果を反映させ、
さらに改善していく必要がある。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�教職員間の協力体制強化

□ �H5N1 型新型インフルエンザ等
感染症に関する情報収集�
および物資等の準備

□�情報セキュリティー・�
災害対策整備

□�女性カウンセラーの�
導入も含めた体制強化

□�柔軟な就業形態・環境の推進

□�来校型イベントの安定化と�
１学期からの来校機会�
（説明会等）の拡大

□�卒業生対象学校満足度の分析・
検証による行事・事業の�
さらなる改善

□�学校長による将来像の�
周知徹底

達成後の姿（令和８年度）

［教 職 員 組 織］教 職 員 同 士 の 協 力 体 制 と チ ー ム
ワーク意識がより強固なものとなって、業務が
円滑に進んでいる。危機管理体制が確立し、生
徒および教職員へ安全で安心な環境が提供でき
ている。安全で安心な環境の提供が、生徒や教
職員の身体面・精神面を健康にし、良好な人間関
係 の 構 築 に も 貢 献 し て い る。柔 軟 な 就 業 形 態・
環境の提供によって、教職員が働きやすい職場
だと感じ取れている。

達成後の姿（令和８年度）

［生徒募集］中学生や保護者の訪問機会を的確な
タイミングで提供し、来校者の増加が受験生の
増加につながるという流れを維持している。

［教職員組織］教職員間で将来像の共有が日々積
み上げられ、中学生や保護者に統一した内容で
発信できていることが、本校の教育方針を理解
した受験生の増加に貢献している。

［教育の質］調査分析が検証および改善策に反映
され、高い満足感を持った卒業生を輩出してい
る。

現在の指標

感染症等の危機 
事象への事前対策：対策 3 年目段階
オンライン授業体制：実施 3 年目段階
校内での研修実施回数：1 回

教職員研修満足度アンケート：準備中

現在の指標

学校説明会参加者：7,042 人

文化祭来場者：9,195 人

高校生活全般満足度：89.4%

教職員に対する学校長講話の回数：15 回

最終評価指標（令和８年度）

H5N1 型新型インフルエンザ対策の物資の調達：完了
休校に備えたオンライン授業の整備：完了
校内での研修実施回数：3 回

教職員研修満足度：70% 以上

最終評価指標（令和８年度）

学校説明会参加者：7,000 人

文化祭来場者：10,000 人

高校生活全般満足度：90%

教職員に対する学校長講話の回数：18 回

安全・安心な学校生活を送るためにも、今後予想される災害や感染症の対策などについて、正確で有益な情報や物資を
調達し、準備や工夫をしていく。また、外部の専門家等による研修やケアを受けられる体制を整え、教職員が安心して
働けるように環境を整備していく。

教職員は、学校が進むべき方向性を職員会議などにおける学校長からのメッセージや教科会議、分掌会議を通じて理解し、
共有する。その共通意識を、教職員は学校説明会をはじめ、あらゆる募集活動の中で発信し、本校の教育を中学生・保護
者に浸透させていく。

生徒および教職員が安心して過ごせる、
環境づくりと危機管理を意識した協力体制の強化

国学院高等学校の将来像共有と
中学生や保護者への発信

戦 略
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戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー
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将来像実現に向けた戦略

新たな『国学院久我山』を創造する
という気概を持った協働

戦	略

6

地域社会を含めたキャンパス像の構築と
安全で安心な教育環境の整備

戦	略

5

中高一貫教育におけるメリットの最大化
戦	略

4

BYOD の導入および
学習プログラム・クラス運用の再構築

戦	略

3

中高連携のさまざまな活動や学びを通じた、
主体的かつ協調的な姿勢の体得

戦	略

2

『国学院久我山』としての
共同体意識の深化による在校生への寄与

戦	略

1

國清　英明
国学院大学
久我山中学・高等学校校長

確かな基礎学力と、自立を目指した精神力
とともに、互いを認め合い協働する力を育成

・Ｉ… インテリジェンス（知性・知恵） 
確かな基礎学力と体験に基づく問題解決能力

・Ｐ… プライド（自尊・自負） 
ゆるぎない自信と自己肯定感に支えられた自立力

・Ｒ… リスペクト（尊重・調和） 
違いを認め合う寛容な心と互いに協働する団結力

教育目標

主体的に学び、体験することで、 
多くの出逢いと真のコミュニケーションが 
実現する学校となる
　主体的な学びの場として、BYOD（Bring Your Own 
Device）による双方向的な授業実践や生活の気風づく
りなど、生徒個々の能力を育て上げていくことで、質
の高いコミュニケーションの実現を図っていきます。

将来像　令和７年度は、ST クラスの授業数増加、他クラスにお
いても確かな学力向上を実感できる授業運営に重点を置き
たいと考えています。その結果が進学実績の向上へとつな
がり、教学面でのさらなる好循環を生み出します。また、
SNS 関連のいじめやハラスメントなどは本校としても避け
られない問題となっており、早期対応を必須事項として組
織的な取り組みを継続していきます。加えて、キックボー
ドなどの特定原動機付自転車の利用が現実のものとなって
いることから、改めて自転車通学も含めた登下校時の通行
マナーの向上と啓蒙に努めてまいります。

継続的な進学実績とマナー向上を目指して

国学院大学
久我山中学・高等学校
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学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
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国学院大学久我山中学・高等学校戦略図
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現在の姿

［交流］卒業生も「合格体験談」を在校生
に 直 接 語 れ る 貴 重 な 機 会 と 捉 え、双 方
向の充実したやり取りが実現している。
同 窓 会 久 我 山 会 か ら は、創 立 80 周 年 を
祝しさらなる発展を祈っての記念寄付
をいただいた。また、同窓会久我山会主
催の「新年交歓パーティー」も参加する
年 齢 層 に 広 が り が み ら れ、創 立 80 周 年
を機により一層の交流が期待される。

現在の姿

［生 徒 支 援］生 徒 会 規 約 を 改 定 し、令 和
７年度４月から生徒手帳に反映される。
生徒起案のデバイス６箇条から５箇条
に改定され、生徒会執行部が全校放送で
周知を行ったりするなど啓蒙活動を継
続 し て い る。創 立 80 周 年 記 念 と な る 文
化祭では、展示物の作成や企画の考案な
ど 中 高 全 体 で 取 り 組 ん で い た。部 活 動
は中高合同活動体制に向けての模索を
引き続き行っている。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�法人各設置校の卒業生等を�
起用したキャリア教育の�
新プログラムの実施と検証

□�同窓会との連携強化および�
卒業生ネットワークの構築強化

□�卒業生満足度調査結果の検証�
および活用

達成後の姿（令和８年度）

［ネットワーク］男女それぞれの特色あるキャリ
ア教育に加えて、男女協働に向けたプログラム
提供によって、生徒がキャリアに関する視野を
広げている。ホームページ以外からの情報の発
信（SNSの導入など）が増え、国学院久我山の情
報が広がり、卒業生と久我山のネットワーク強
化に情報面から貢献している。各世代の卒業生
が在校期間中に考えていたことを把握し、在校
生の学びやキャリア教育に反映されている。

達成後の姿（令和８年度）

［生徒支援］中高合同の生徒会役員選挙や文化祭
といった校内イベントで、生徒が実行委員会組
織を主体的に動かしている。６年におよぶ協働
の環境が提供されることで、学校全体の一体感
が一層高まり、生徒が自身の成長を実感できて
い る。６ 年 間 の 部 活 動 を 通 じ た 交 流 に よ っ て、
得がたい体験の場が実現し、生徒が自己成長の
場として認識するようになっている。

現在の指標

環境美化活動：8 回

文化祭来場者：9,201 人

文化祭生徒団体主催企画数：4 件

中高統一クラブ：20 クラブ

最終評価指標（令和８年度）

キャリア教育企画数：6 件

新年同窓会参加者：330 人

卒業生満足度：80%

文化祭卒業生来場者：1,000 人

最終評価指標（令和８年度）

環境美化活動：15 回

文化祭来場者：9,000 人

文化祭生徒団体主催企画数：12 件

中高統一クラブ：20 クラブ

戦 略

1

戦 略

2

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

現在の指標

キャリア教育企画数：4 件

新年同窓会参加者：175 人

卒業生満足度調査：70%

文化祭卒業生来場者：350 人（概数）

生徒が主体となり、中高の生徒たちが学年を超えて協力し合い、年間行事や課外活動に取り組んでいける体制を今後も
継続して強化していく。クラブ活動（強化５クラブを除く）では、中高６年間を通して活動することを前提として、生徒
たちが６年間活動を続けることができる体制を構築していく。

中高連携のさまざまな活動や学びを通じた、
主体的かつ協調的な姿勢の体得

上級学校への進学だけではなく、社会人となって働くことを見据えたキャリア教育を実践していくために、卒業生のネッ
トワーク構築を急ぐ。また、卒業生への満足度調査を行い、卒業生にとっての「久我山の価値」を明確にし、在校生のキャ
リア教育に役立てていく。

『国学院久我山』としての
共同体意識の深化による在校生への寄与

□�生徒会・委員会活動の�
中高一貫体制の運用および検証

□�部活動顧問の教員を中高で�
完全統一化（強化５クラブ除く）

□�文化祭など全体行事での中高�
合同活動の実施および検証

国学院大学久我山中学・高等学校
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現在の姿

［学生生活支援］各クラスの特性に合っ
た カ リ キ ュ ラ ム を 模 索 し て い る。男 子
部海外修学旅行は準備を継続、高校入学
生・中学３年生向けガイダンスを実施し
ている。ST 演習の実施内容は再検討段
階、放 課 後 個 別 学 習 ル ー ム の 運 用 形 態

（参加希望制）は、一層の検討を要する段
階となっている。
[DX/ICT] 学習においては推奨デバイス
を使用することの徹底を図っている。

現在の姿

教員の時間数は改良できているが、探究
については、依然として時間設定を検討
中である。「高大連携事業」として、国学
院大学および協定校より講師をお招き
し「模擬授業」「研究室訪問」「修学旅行事
前 学 習」を 実 施 し て い る。ま た、合 格 実
績の向上に向けて「ST 演習」や「外部講
師による各種進学講演会」を実施してい
る。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］生徒を主体とした各種行事が実施さ
れ、行事間が有機的なつながりを持って生徒に
提供されている。新たなプログラムやカリキュ
ラムの提供によって、ST クラスでは進学実績が
向上し、男子一般クラスでも成果が生まれてい
る。日本文化を正しく理解し、共生社会を支え
る人材を育成するための空間が担保されている。

［DX/ICT］BYODの導入によって、生徒がストレ
スなく質の高い授業を受けられる環境に移行で
きている。

達成後の姿（令和８年度）

［教育の質］指導体制の見直しや再編によって、
強化５クラブが常に全国大会上位を狙える実力
を維持している。全クラス学級編成30人台の教
育体制を実現させている。国学院大学や理系大
学との高大連携事業が生徒に提供されている。
国公私立難関大学への進学実績が伸びている。

［教職員組織］新たな運用体制が働き方改革を実
現させている。

現在の指標

男子一般クラス名称検討：検討段階
ST クラス学力向上 
プログラム改定進捗率：70%

国際理解教育の検証進捗率：80%

BYOD の授業活用進捗率：65%

現在の指標

強化５クラブ 
全国大会ベスト 16 以上：0 クラブ

中学受験志願者層偏差値：

　　　　　男子 ST59・女子 ST58
連携事業年間企画数：3 件

難関大学への進学実績：早慶上理 227 人

最終評価指標（令和８年度）
男子一般クラス改変進捗率：90%

ST クラス学力向上プログラム改定進捗率：100%

国際理解教育の検証進捗率：100%

BYOD の授業活用進捗率：70%

年間行事の見直し進捗率：90%

交換留学生受け入れ人数：2 人

最終評価指標（令和８年度）

強化５クラブ全国大会ベスト 16 以上：3 クラブ

中学受験志願者層偏差値：60
連携事業年間企画数：5 件

難関大学への進学実績：早慶上理 220 人

教員の標準持ち時間数：16 時間

強化５クラブ（野球、ラグビー、サッカー、陸上競技、バスケットボール）が今後も全国レベルで活躍できるように、指導
体制の見直しと再編を継続的に行っていく。また、定期的な満足度調査の実施と結果に沿った広報活動により、入学志
願者の増加を図るとともに、高大連携事業を検討・実施していくことで生徒たちの学力の底上げにつなげていく。

中高一貫教育におけるメリットの最大化

戦 略
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戦 略

4

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

BYOD の導入および
学習プログラム・クラス運用の再構築

BYODを活用した授業を適宜行っていくとともに、日本文化体得や国際理解教育のプログラム内容を充実させていく。
また、交換留学制度実施に向けた準備およびCCプログラムを更新し、日本文化を基軸とした国際的人材の育成を図る。
さらに年間行事の見直しや、男子・女子の各クラスの学習内容をより魅力的なものとしていく。

□�年間行事について�
新体制での運用および検証

□ �STクラスの学力向上プログラム
の検証を受けての充実化

□�男子一般クラスの新名称および
カリキュラムの検証

□�国際理解教育プログラム・日本
文化体得プログラムのさらなる
充実化（大学のリソースを活用
した教育活動を含む）・Global�
Studies 内容検討

□�よりよい BYOD の活用

□�総合的な探究活動の実施および�
検証（生徒自らが課題を設定・
教員のサポート体制の確立）

□交換留学制度の実施および検証

□強化クラブの指導体制の再編

□�学則定員・入試日程・�
募集形態における�
新体制の運用および検証

□�担当授業の持ち時間数の�
見直しの実施および検証

□�国学院大学との�
高大連携事業の強化

□�理系大学との�
高大連携事業の実施、検討

□�国公私立難関大学への進学実績�
向上を目指す指導の実施

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
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国学院大学久我山中学・高等学校行動計画
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現在の姿

［学びの場］ICTを含めた多様な教育環境
維持整備を目的とした長期修繕計画を
立 案 し た。キ ャ ン パ ス マ ス タ ー プ ラ ン
で抽出された意見を具体化し、杉並区と
法規制緩和の交渉を進める必要がある。
創 立 100 周 年 に 向 け て 第 ２ 号 基 本 金 組
み入れの実施を検討している。

［地域連携］地域への施設の貸し出し、行
事の参加を通じて関係性が深まってい
る。

現在の姿

［教職員組織］年４回実施する初任者研修
では、国学院大学渋谷・たまプラーザ両
キャンパス見学を組み入れ、「国学院」の
一員としての自覚や理解を深めている。
また、中堅研修を実施し、本校のブラン
ディングなど「国学院久我山」のあるべ
き姿を模索している。

［DX/ICT］大 学 主 催 の DX 講 習 で 学 ん だ
Power Automateを活用したシステムを
構築し、運用している。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�教職員研修のバージョンアップ
の実施および検証�
➡�大学への訪問、教職員との�
交流機会の定着

□�法人と連携したDX構想に則った�
環境づくり（人材育成）、�
ICT 教育に向けての環境整備の
実施および検証

□�定年後の再雇用制度などの�
実施および検証

達成後の姿（令和８年度）

［学びの場］キャンパス全体のマスタープランが
完成し、令和16年の創立90周年事業が具体化さ
れている。生徒が居心地の良さを感じ、自ら学
ぶ力を育みやすい教育環境を提供できている。
創立100周年に向けて、事業計画が資金計画と
ともに検討され、実施に移っている。

［地域連携］行政をはじめ自治会や地元商店街と
の良好な関係が構築されることで、地域社会と
共に歩める学校となっている。

達成後の姿（令和８年度）

［教 職 員 組 織］教 職 員 が「国 学 院」へ の 理 解 を 深
め、社会変化にも対応できる柔軟な人材であり
続けている。教員が自身の築いたキャリアを生
かせる人員配置によって、高い教育水準を提供
できている。

［DX/ICT］全 員 が 一 丸 と な っ て ICT 教 育 の 推 進
に取り組めている。教職員の業務効率化が、既
存 シ ス テ ム の「見 え る 化」に よ る 把 握 と 理 解 に
よって実現している。

現在の指標

キャンパスマスタープラン策定：15%

創立 100 周年に 
向けた積立金進捗率： 10%

地域共催行事の実施：8 回

現在の指標

BYOD の授業活用率：65%

教職員研修満足度：70%

法人内研修会参加率：100%

退職者再雇用制度の利用率：15%

最終評価指標（令和８年度）

キャンパスマスタープラン策定：完了
創立 100 周年に向けた積立金進捗率：30％

地域共催行事の実施：3 回

最終評価指標（令和８年度）

BYOD の授業活用率：70%

教職員研修満足度：75%

法人内研修会参加率：90%

退職者再雇用制度の利用率：10%

既存施設と本校を取り巻く法規制の整理と、校舎ごとの新築・改築・改修の区分けを行い、キャンパスマスタープランを
策定していく。また、安全で安心できる学びの環境を継続して整備し、教育環境の向上を図るとともに、地域社会から
愛される学校を目指し、行政や近隣地域との信頼関係を構築していく。

研修や交流を通して、「国学院」の歴史や目指すところをより深く理解し、法人の一員としての意識を高めていく。また、
ICT教育やDX構想など、時代のニーズに合わせた職場環境の整備を検討し、最適化を進めていくとともに、定年後の再
雇用制度を実現させ、人材の活用および安定した教育環境の構築を推進していく。

地域社会を含めたキャンパス像の構築と
安全で安心な教育環境の整備

新たな『国学院久我山』を創造するという
気概を持った協働

戦 略

6

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

戦 略

5

□�キャンパスマスタープラン�
の実現に向けた計画着手

□�学習環境向上のための改善項目�
リストアップおよび工事の実施�
（毎年度における10年工事計画
の立案と計画に基づく工事実施）

□�地域との交流を通じて連携を�
強化する取り組みの実施

□�創立 100 周年に向けた第２号
基本金組み入れ計画の実施�
（～令和 25 年度）

国学院大学久我山中学・高等学校
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成
員
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と
向
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豊かな体験を通じた、環境に主体的に
関わる資質・能力の向上

戦	略

1

将来像実現に向けた戦略

建学の精神・保育理念の共有と就学前
教育の重要性と幼稚園の教育力の発信

戦	略

5

教員の資質および専門性の向上
戦	略

4

各種広報媒体の有効活用による、
魅力度・知名度向上

戦	略

3

子育て支援機能の強化・拡大
戦	略

2

保護者支援の推進と園内研修の充実に向けて

　未就園児への園周知のため、さまざまなイベントの開催
やポスター・ホームページ・インスタグラムを活用し園の
発信に努めた結果、インスタグラムのフォロワー数が増え、
未就園児親子ルームの新規参加者の増加につながりました。
今後は、未就園児固定クラスの充実を図り、さらなる園の
魅力づくりにつなげていきます。
　併せて、園内研修の検証と見直しに取り組み、保育の向
上を図ります。また、保護者支援のニーズや社会情勢を踏
まえ、預かり保育を拡充するとともに業務を整理し、働き
やすい職場環境づくりを進めてまいります。

小林　育代
国学院大学
附属幼稚園園長

国学院大学
附属幼稚園

確かな学力、豊かな人間性、生きる力を
持 つ 子 ど も を 育 成 す る 幼 稚 園 と な る
　 伝 統 文 化・ 行 事 を 経 験 す る 機 会 が 減 少 す る 中、
そこにある想いに触れることや良きものとして捉
える心映えは幼い時にこそ大切です。また、生涯
に亘る人間形成の基礎が培われる極めて重要な時
期であるため、さまざまな体験を通して、情緒的・
知的な発達、社会性を涵養し、人としてより良く
生きるための力を育成する幼稚園を目指します。

将来像

教育目標

思考力、判断力、表現力の基礎や、
日本人としての心の豊かさを育む
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学校法人國學院大學
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国学院大学附属幼稚園戦略図
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現在の姿

［園児支援］園児が活動を主体的に取り
組み、自己表現力や自信につながるよう
図っている。

［保育の質］法人が持つリソースを活用
する連携プログラムを継続するため、法
人との関わりをより深めるている。また、
小学校へと接続する学びの充実を図る
ため、近隣小学校との連携を試みている。

［教職員組織］卒園児の教育現場情報を
把握できるようアンケートを実施した。

現在の姿

［子育て支援］子育て支援のニーズや実情
を踏まえ、預かり保育の充実に取り組ん
でいる。また、発達支援の促進に向け保
護者とカウンセラーの面談を設けている。

［園児募集］少子化や保育園希望者が多
い中、幼稚園教育の価値や魅力を発信し
来園機会を創出することで、未就園児固
定クラス入会者を増やし、入園希望者の
増加につなげる取り組みを試みている。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□地域の子育て支援の充実化

□�未就園児の幼稚園への接続

□�発達支援の推進

達成後の姿（令和８年度）

［園児支援］園児が自信と他者への思いやりの心
を持ち、明るくのびのびと自己表現ができるよ
うになっている。園児が主体性を持って意欲的
に学び、日本の良い文化を大切に守っていこう
とする感情を身につけている。

［保育の質］園児が日本人の良さや素晴らしさを
学べる環境の中で保育を受けている。

［教職員組織］卒園児の情報が把握でき、幼稚園
の運営にフィードバックできている。

達成後の姿（令和８年度）

［子育て支援］未就園児クラスや預かり保育など
の 充 実 が 評 価 さ れ、学 校 法 人 の 幼 稚 園 と し て、
地域社会の教育力の再生・向上に資する役割を
果たしている。

［園児募集］未就園児の保護者が幼稚園教育の重
要性や取り組みを理解し、附属幼稚園に預けよ
うとする気運が醸成されている。未就園児クラ
スへの参加者や預かり保育の希望者が増えてい
る。

現在の指標

卒園児アンケート回収率：40%

伝統文化・行事実施回数：2 回（年間）

法人連携プログラム実施回数：2 回（年間）

現在の指標

入園希望者：20 人

未就園児クラス参加者：17 人

預かり保育利用者：18 人

最終評価指標（令和８年度）

卒園児アンケート回収率：75%

伝統文化・行事実施回数：3 回（年間）

法人連携プログラム実施回数：4 回（年間）

最終評価指標（令和８年度）

入園希望者：45 人

未就園児クラス参加者：50 人

預かり保育利用者：30 人

遊びを通じて、人や環境への関わりを学ばせるとともに、豊かな感性や心を表現できるようにしていく。また、多彩な
本物体験により、学びに向かう力や生活向上力を育んでいく。さらに日本文化に触れる機会を通して、伝統文化や行事
に対する知識や学びを深め、日本の良さを大切に感じられる心を持つ園児を育成していく。

幼稚園施設を利用している幼児の家庭を対象に、子育てに関する相談をはじめ、情報の提供や親子参加型事業などを推
進していく。これらの支援機能を強化・拡大させ、未就園児の子育てをサポートできる幼稚園を目指していく。

豊かな体験を通じた、環境に主体的に
関わる資質・能力の向上

子育て支援機能の強化・拡大

戦 略

1

戦 略

2

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□�法人連携プログラムの定例化と
ネットワークの活用

□小学校へと接続する学習の強化

□�身近な環境の見直しと整備

□アンケートの実施・検証

国学院大学附属幼稚園
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現在の姿

［広報活動］大学法人の幼稚園としての
基本情報が届きつつあり、認知し始めら
れ て き た。よ り 本 園 の 認 知 や 理 解 が 高
まる工夫や発信方法を考察している。

［子育て支援］園児がさらに参加しやす
く魅力ある課外教室を提供するため、保
護者アンケートを実施し検証と改善を
重ねていく必要がある。

現在の姿

［教職員組織］教員のスキル向上のため、
外部研修会への参加を促進し、知識や情
報を得ているが、内部研修の回数や内容
は改善の必要があり、研修方法を模索し
ている。

［子育て支援］成長が異なる子どもたち
に対応するため、スクールカウンセラー
とのディスカッションを行い、適した支
援の共有を図っている。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�本園の魅力を高めるための�
施策の実施・検証

□�広報活動の拡充

□�ホームページ・�
インスタグラムの活用

□�課外活動の検証

□�保育指導の検証と見直し

□�外部研修会への参加促進

□�園内研修の実施・検証

達成後の姿（令和８年度）

［広報活動］広報活動の見直しと充実を図ったこ
とで、未就園児の保護者に本園の情報が伝わり、
認知度の上昇とともに入園希望者の増加につな
がっている。

［子育て支援］保護者や園児のニーズに合ったさ
まざまな分野の課外教室を提供することで、保
育時間外の充実と参加者数の拡大が実現し、園
児や保護者からの支持を得られている。

達成後の姿（令和８年度）

［教職員組織］教員として求められるスキルが明
確になり、共有や人材育成を目指した研修制度
が確立している。研修成果が教育活動に反映さ
れた保育環境の中で、教職員が地域社会から期
待される保育人材へ成長している。

［子育て支援］成長が異なる子どもたちに対応で
きる療育センターやスクールカウンセラーとの
連携が進み、子どもたちの成長援助に貢献がで
きている。

現在の指標

インスタグラムフォロワー数：378 人

課外教室参加率：52%

課外教室満足度：77%

現在の指標

外部研修参加率：87%

国内研修満足度：50%

外部研修満足度：60%

保護者満足度：92%

最終評価指標（令和８年度）

インスタグラムフォロワー数：300 人

課外教室参加率：85%

課外教室満足度：70%

最終評価指標（令和８年度）

外部研修参加率：100%

園内研修満足度：70%

外部研修満足度：70%

保護者満足度：85%

国学院大学附属幼稚園の独自性や魅力をさらに高めるための施策を実施していく。また、独自性や魅力の効果的な伝え
方を検証し、ホームページやインスタグラムなどを有効活用するとともに、的確かつ効率的な媒体を選択し、広報活動
を展開していく。

これまで行ってきた保育指導の検証と見直しを行い、保育指導を改善し実践していく。また、外部研修会に積極的に参
加し、常に新しい知識・情報を蓄積していくとともに、その知見を踏まえた園内研修を実施していく。これらにより、保
護者満足度の向上と教員自身の達成感・満足感の獲得を図り、優秀な人材育成へとつなげていく。

各種広報媒体の有効活用による、
魅力度・知名度向上

教員の資質および専門性の向上

戦 略

3

戦 略

4

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画
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現在の姿

［教職員組織］建学の精神や保育理念に
ついて共通認識と理解を深めるために
研修を行い、幼稚園教育の重要性を共有
している。また、働きやすい職場づくり
に向け業務の効率化に取り組んでいる。

本年（令和７年）度の施策

□�建学の精神、保育理念の共有・
研修の実施および検証

□�幼稚園教育の重要性についての
研修・検証・発信

□働きやすい職場づくり

達成後の姿（令和８年度）

［教職員組織］教職員が自己啓発に励み、本園の
教育力について外部発信できる力を持った構成
員へと成長し、保護者の満足度維持向上に貢献
している。個性を引き出し合いながら、お互い
を認め合える教職員であり続けている。取り巻
く内外の環境に積極的に働きかけながら、柔軟
性を持ち合わせた組織になり、働きやすい職場
が実現している。

現在の指標

保護者満足度：93%

研修満足度アンケート：55%

就業満足度アンケート：45%

最終評価指標（令和８年度）

保護者満足度：85%

研修満足度：70%

就業満足度：70%

教員の一人ひとりが、建学の精神ならびに保育理念を深く理解するための研修を実施していく。そのうえで、就学前教
育（幼稚園教育と家庭教育）の必要性と重要性を、幼稚園からの一方的なメッセージではなく、保護者や保育関係者が共
感し、同じ価値観として受け止めてもらえるように伝えられる組織を目指す。

建学の精神・保育理念の共有と
就学前教育の重要性と幼稚園の教育力の発信

戦 略

5

戦略達成のストーリー

国学院大学附属幼稚園
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25 ※	「戦略」・「戦略達成のストーリー」・「達成後の姿（令和８年度）」・「最終評価指標（令和８年度）」については、	
令和４年度より改定しております。

構
成
員
の
自
覚
と
向
上
の
視
点

幼児期にふさわしい体験を通して就学前教育の
充実を図り、心豊かでたくましい園児の育成

戦	略

1

将来像実現に向けた戦略

研修制度の確立とコミュニケーションの強化
戦	略

5

法人設置校のスケールメリットを生かした環境整備
戦	略

4

各年齢の発達に応じた保育カリキュラムの構築
戦	略

3

国学院ブランドの確立と
地域社会および保護者への周知

戦	略

2

地域の子育て世代を応援する幼稚園を目指す

　本園は幼児の主体性を重んじながら、多様な体験を通し
て、生きる力の基礎となる資質・能力を培う幼稚園を目指
しています。昨年度は大学からの支援をいただき、広い施
設の利用や大学の教員、部活の指導者の協力を得て、体を
動かして楽しく活動する機会を得ることができました。ま
た、子ども支援学科の教員による保育研修会を通して、教
員の学びを深めることができました。令和７年度は教員の
指導力向上に向けた取り組みを中心に、法人連携による正
課・課外の体験型活動の充実、地域の子育て世代を支援す
る教育環境の見直し、改善に努めてまいります。

黒澤　聡子
国学院幼稚園園長

国学院幼稚園

地 域 社 会 か ら 愛 さ れ る 幼 稚 園 と な る

　建学の精神を基本とした独自のカリキュラムと
多彩な課外活動により保護者のニーズに応える保
育を実践し、しっかりとした就学前教育を行う幼
稚園となり、保護者・園児はもちろんのこと、社会
や地域から高い信頼を受ける幼稚園を目指します。

将来像

教育目標

生きる力と思いやりを持った
子どもを育成する

国
学
院
高
等
学
校

国
学
院
大
学

北
海
道
短
期
大
学
部

国
学
院
大
学

久
我
山
中
学
・
高
等
学
校

国
学
院
大
学

附
属
幼
稚
園

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画

国
学
院
幼
稚
園

国
学
院
大
学

国学院幼稚園戦略図



26

現在の姿

［保育の質］園児が小学校教育へスムー
ズに移行ができるように、就学前教育の
カリキュラムを策定した。
また、引き続き多文化共生社会をたくま
しく生きる園児の育成を目指して、日本
の伝統行事に親しめるように努めてい
る。

現在の姿

［園児募集］未就園児クラスを含めて、入
園者数を増加させる必要がある。

［子育て支援］保護者のニーズに寄り添っ
た預かり保育の充実とともに、地域園庭
開放の定期開催や大学との共催による「子
育て支援講演会」を実施した。

［広報活動］最も効果的と思われる情報発
信ツールである新ホームページの公開が
完了した。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

達成後の姿（令和８年度）

［保育の質］園児の発達に応じた就学前教育のカ
リキュラムが実施され、遊びを通して主体性が
育まれ、思考力と判断力、豊かな感性と表現力、
多様性を受け入れる思いやりの心が育っている。
また、日本の伝統行事の大切さを理解し親しん
でいる。さまざまな行事や日常の保育を通じて、
挨拶や礼儀作法、身辺自立が身についている。

達成後の姿（令和８年度）

［園児募集］未就園児クラスを含めて年々入園者
が増加し、地域に根差した「国学院ブランド」の
幼稚園としての評価が向上している。

［子育て支援］さまざまな行事や企画を通して、
保護者や地域の方々の子育て支援に貢献するこ
とができている。

［広報活動］ホームページや SNSを通じて、保護
者および地域の方々に向けて幼稚園の特色や活
動を広く発信できている。

現在の指標

就学前教育カリキュラムの整備：75%

日本の伝統行事指導 
カリキュラムの整備：75%

挨拶・礼儀作法・身辺自立指導 
　　　　 カリキュラムの整備：75%

グローバルカリキュラム 
　　　　　の検証・改善：75%

現在の指標

新入園者：10 人 

ひよこ組入園者：11 人

ひよこ組からの入園者：8 人

ホームページセッション数：12,119 件 
※令和６年 12 月 17 日現在 

「ママとなかよし会」満足度：100%

預かり保育利用者満足度：調査中

最終評価指標（令和８年度）

就学前教育カリキュラムの整備：85%

日本の伝統行事指導 
カリキュラムの整備：85%

挨拶・礼儀作法・身辺自立指導 
　　　　 カリキュラムの整備：85%

グローバルカリキュラム 
　　　　　の検証・改善：整備完了

最終評価指標（令和８年度）

新入園者：34 人

ひよこ組入園者：25 人

ひよこ組からの入園者：18 人

ホームページセッション数：16,000 件

「ママとなかよし会」満足度：70%

預かり保育利用者満足度：70%

グローバル化が進む時代において、多文化共生社会をたくましく生きる園児の育成を目指し、幼児期の終わりまでに育っ
てほしい姿を意識した教育活動を実践し、小学校教育へのスムーズな移行を図っていく。また、伝統行事や優れた日本
の文化に楽しみながら触れることで、挨拶や礼儀作法の大切さを幼児なりに理解できるような園児を育成していく。

預かり保育の時間の拡大や預かり保育後の送迎バスの運行など、保護者のニーズに合った預かり保育を実現していく。
また、ホームページやSNSでの情報発信の工夫や地域園庭開放「ママとなかよし会」の定期開催、保護者や地域の方々
を対象とした「子育て支援講演会」を大学との共催で実施するなど地域の子育て支援に貢献していく。

幼児期にふさわしい体験を通して就学前教育の充実を図り、
心豊かでたくましい園児の育成

国学院ブランドの確立と
地域社会および保護者への周知

戦 略

1

戦 略

2

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□�就学前教育の実践・�
ブラッシュアップ

□日本の伝統行事の実施・指導

□�年間のカリキュラムの中で�
各学年に応じた指導（挨拶・�
礼儀作法・身辺自立）の実施

□�グローバルカリキュラムの�
検証・改善

□�預かり保育の多様化�
（日数・時間・送迎）

□�新ホームページ（SNS含む）の
運用開始・ブラッシュアップ

□�地域園庭開放「ママとなかよし会」
の充実（日数・内容）

□�地域・在園児保護者向け�
国学院大学共催の�
「子育て支援講演会」の実施

国学院幼稚園
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現在の姿

［保育の質］学年別カリキュラムの策定
が完了した。

［DX/ICT］ICT 教育に必要なハード面の
整備とともに、カリキュラムへの策定が
完了した。

現在の姿

［連携事業］法人が連携している企業の
協力を得て展開しているスポーツカリ
キュラムが、保護者から支持を得られて
いる。

［法人連携］人間開発学部や大学運動部
との連携をさらに強化させることで、法
人設置の幼稚園としてのスケールメリッ
トを生かせるように取り組んでいる。

本年（令和７年）度の施策

本年（令和７年）度の施策

□�人間開発学部との連携強化�
（奨学生・教育実習・インターン
シップ・ボランティア）

□�部会連携独自プログラム�
（正課・課外活動）の実施�
およびブラッシュアップ

□�法人連携による�
正課・課外活動の実施

□�法人連携企業との�
スポーツカリキュラムの正課・�
課外活動の実施

達成後の姿（令和８年度）

［保育の質］教育課程に沿った学年別カリキュラ
ムが構築され、そのカリキュラムを全教職員が
理 解 し、教 育 活 動 を 行 う こ と で、園 の 幼 児 教 育
の質が向上している。

［DX/ICT］DX 化が進み ICT 教育環境が整備され、
ICTを活用した教育カリキュラムを実践してい
る。また、教職員は ICT 教育に関心を持ち、常に
ブラッシュアップも行われている。

達成後の姿（令和８年度）

［連携事業］法人が協定を締結している企業との
連携がさらに進展し、充実したスポーツカリキュ
ラムが実践されることで、心豊かでたくましい
園児の育成に貢献している。

［法人連携］人間開発学部や大学部会との連携が
さらに深化することで、大学教員や大学部会と
の正課や課外活動が実践され、法人設置の幼稚
園として独自の特色あるプログラムを展開して
いる。

現在の指標

学年別カリキュラムの整備：75%

ICT 教育カリキュラムの整備：75%

DX・ICT 環境（ハード面）：75%

現在の指標

人間開発学部学生受入数：37 人（延べ数）

部会連携独自 
プログラム実施回数：9 回（２部会）

法人連携活動の実施：1 回

法人連携企業との活動実施：3 種目

最終評価指標（令和８年度）

学年別カリキュラムの整備：90%

ICT 教育カリキュラムの整備：90%

DX・ICT 環境（ハード面）：導入完了

最終評価指標（令和８年度）

人間開発学部学生受入数：11 人

部会連携独自 
プログラム実施回数：4 回（４部会）

法人連携活動の実施回数：3 回

法人連携企業との活動実施：3 種目

現状では年間指導計画をベースに学年ごとの詳細カリキュラムへの落とし込みを行っているが、学年別の保育カリキュ
ラムを構築し、教育課程に沿った３年間を見通した指導計画への移行を図っていく。また、学年別保育カリキュラムの
構築と並行して、DX化やICT環境の整備を行い、ICTを活用したカリキュラムを導入していく。

最大のスケールメリットである国学院大学との連携を強化し、	人間開発学部の教員による正課・課外活動や大学部会と
の連携による独自プログラムを実施することで、地域の中でも魅力ある幼稚園として差別化を図っていく。また、法人
連携企業とのスポーツカリキュラムを通して、心身ともに健康で礼儀作法を身につけた園児を育成していく。

各年齢の発達に応じた保育カリキュラムの構築

法人設置校のスケールメリットを生かした環境整備

戦 略

3

戦 略

4

戦略達成のストーリー

戦略達成のストーリー

□�教育課程と学年別保育�
カリキュラムとの整合性を�
図り、意図的・計画的な�
保育を実施

□ �ICT 教育の実践・�
ブラッシュアップ

学校法人國學院大學

令和７年度事業計画

国
学
院
高
等
学
校

国
学
院
大
学

北
海
道
短
期
大
学
部

国
学
院
大
学

久
我
山
中
学
・
高
等
学
校

国
学
院
大
学

附
属
幼
稚
園

国学院幼稚園行動計画

国
学
院
幼
稚
園

国
学
院
大
学



28

現在の姿

［教員組織］園内研修の見直しが図られ、
経年に合わせた研修カリキュラムの策
定が完了した。

［コミュニケーション］教職員は日常業
務に追われているため、教職員全体での
打ち合わせなどコミュニケーションが図
れる時間の確保が一層求められている。

本年（令和７年）度の施策 達成後の姿（令和８年度）

［教員組織］年齢や年次に合わせた研修カリキュ
ラムが整備され、保育方法や技術など必要な知
識やスキルを身につけている。

［コミュニケーション］業務の改善が行われ、コ
ミュニケーションが密に図れるようになるとと
もに、教員同士が学んだ知識やスキルなどを互
いに情報共有し、学び合いができている。

現在の指標

園内研修開催数：3 回

園内研修計画の整備：30%

外部研修参加回数：3 回

研修カリキュラムの整備：75%

最終評価指標（令和８年度）

園内研修開催数：12 回

園内研修計画の整備：75%

外部研修参加回数：7 回

研修カリキュラムの整備：90%

園内研修の実施に加え、担当する学年や園実務に必要な研修を実施することで、より効果的に保育の理論を学ぶとともに、
保育スキルの向上を図っていく。また、園内では補えない内容については人間開発学部からの支援や外部研修を活用す
ることで、教員一人ひとりの指導力が向上し、積極的に園運営に参画する人材が育っている。

研修制度の確立とコミュニケーションの強化
戦 略

5

戦略達成のストーリー

□園内研修の見直し

□�研修カリキュラム（教材研究・�
保育方法等）の実践と�
ブラッシュアップ

□�保育の専門性を学ぶ研修・研究を
励行・成果発表の実施

国学院幼稚園
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予算概要
学校法人國學院大學

令和７年度事業計画

令和７年度予算概要

1．   事業活動収支予算

　事業活動収支は当該年度の①教育活動、②教育活動以外の経常的な活動、③	①②以外の活動、以上３つの活動に対応
する事業活動収入および事業活動支出の内容を明らかにするものです。
　令和７年度基本金組入前当年度収支差額は法人全体で628百万円の収入超過となる見込みです。これから基本金組入
額1,402百万円を差引いた翌年度繰越収支差額は11,660百万円の支出超過となる見込みです。	

□事業活動収支予算書（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）  	 	 	 	

	 （単位：百万円）

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科目 予算 前年度
予算 増減 令和５年度

決算（参考）

特
別
収
支

事
業
活
動
　
　
　
　
　
　

収
入
の
部

科目 予算 前年度
予算 増減 令和５年度

決算（参考）
学生生徒等納付金 	14,572 	14,769 	△197 	14,729 資産売却差額 	0 	0 	0 	0
手数料 	728 	767 	△39 	784 雑収入 	0 	0 	0 	0
寄付金 	294 	270 	24 	160 その他の特別収入 	44 	50 	△6 	169
経常費等補助金 	3,268 	3,219 	49 	2,777 特別収入計 	44 	50 	△6 	169
付随事業収入 	171 	193 	△22 	231 事

業
活
動
　
　
　

支
出
の
部

資産処分差額 	0 	0 	0 	16
雑収入 	270 	385 	△115 	400 その他の特別支出 	0 	0 	0 	0
教育活動収入計 	19,303 	19,603 	△300 	19,081 特別支出計 	0 	0 	0 	16

事
業
活
動
　
　
　

支
出
の
部

人件費 	10,450 	10,521 	△71 	10,321 特別収支差額  44  50 	△6 	153
教育研究経費 	6,623 	6,839 	△216 	6,509 	［予備費］  294  269 	25
管理経費 	1,573 	1,542 	31 	1,451 　基本金組入前当年度収支差額  628  704 	△76 	1,355
教育活動支出計 	18,646 	18,902 	△256 	18,281 　基本金組入額合計 ※ △1,402  △1,835 	433  △1,336

教育活動収支差額 	657 	701 	△44 	800 　当年度収支差額  △774  △1,131 	357  19

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
　
　
　
　
　
　

収
入
の
部

受取利息・配当金  179  179  0 	342 　前年度繰越収支差額 	△10,886  △9,755  △9,774

その他の教育活動外収入 	50 	50 	0 	65 　基本金取崩額  0  0 	0
教育活動外収入計  229  229  0  407 　翌年度繰越収支差額  △11,660  △10,886  △9,755

事
業
活
動
　
　
　

支
出
の
部

借入金等利息  8  7  1  5 ※ ■ 第1号基本金｜ 教育の質向上のために取得した固定資産の価格

その他の教育活動外支出  0  0  0  0
教育活動外支出計  8  7  1  5  　（参考）

教育活動外収支差額  221  222  △1  402 　事業活動収入計  19,576  19,883  △307  19,657
経常収支差額  878  923  △45  1,202 　事業活動支出計  18,948  19,179  △231  18,306

概要�
教育活動収支
本業である教育研究活動による経常的な収支を表す区分です。教育研究経費の減額等により、法人全体で657百万円の
収入超過（前年度予算比△44百万円）となりました。

教育活動外収支
財務活動による収支を表す区分です。前年度予算と同水準を見込んでおり、教育活動外収支差額はすべての部門で収
入超過となる見込みです。法人全体では221百万円の収入超過を予定しています。

経常収支差額
経常的な収支のバランスを表しており、文部科学省の「経営指導強化指標」となる数値です。令和７年度は法人全体で
878百万円の収入超過（前年度予算比△45百万円）となる見込みです。

特別収支
一時的に発生した臨時的な収支を表す区分です。施設設備補助金が法人全体で35百万円（昨年度同水準）となり、特別
収支差額は法人全体で44百万円（前年度予算比△６百万円）となる見込みです。

基本金組入前当年度収支差額
経常収支差額と特別収支の合計から予備費を差し引いた金額で、単年度の収支バランスを表します。企業会計でいう
当期純利益にあたる数値です。令和７年度は法人全体で628百万円（前年度予算比△76百万円）の収入超過を見込んで
います。
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　資金収支の内容は、当該年度中のすべての収入および支出の内容と資金の顛末を明らかにするものです。
　令和７年度予算総額は29,417百万円で、前年度予算対比1,936百万円減となる見込みです。　
　収入面では補助金収入が49百万円増額となる一方、支出面では教育研究経費支出が171百万円減額となる見込みです。

□資金収支予算書（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）      
	 	 	 	 （単位：百万円）

収入の部 支出の部

科目 予算 前年度
予算 増減 令和５年度

決算（参考） 科目 予算 前年度
予算 増減 令和５年度

決算（参考）

学生生徒等納付金収入 	14,572 	14,769 	△197 	14,729 人件費支出 	10,540 	10,524 	16 	10,398

手数料収入 	728 	767 	△39 	784 教育研究経費支出 	4,874 	5,045 	△171 	4,695

寄付金収入 	298 	273 	25 	271 管理経費支出 	1,436 	1,432 	4 	1,339

補助金収入 	3,303 	3,254 	49 	2,828 借入金等利息支出 	8 	7 	1 	5

資産売却収入 	0 	0 	0 	33 借入金等返済支出 	600 	643 	△43 	545

付随事業・収益事業収入 	222 	243 	△21 	288 施設関係支出 	1,049 	1,240 	△191 	705

受取利息・配当金収入 	179 	179 	0 	321 設備関係支出 	505 	484 	21 	292

雑収入 	270 	385 	△115 	399 資産運用支出 	2,395 	3,932 	△1,537 	3,589

借入金等収入 	601 	501 	100 	500 その他の支出 	433 	582 	△149 	537

前受金収入 	2,719 	2,702 	17 	2,862 予備費 	294 	269 	25

その他の収入 	1,974 	1,765 	209 	1,841 資金支出調整勘定 	△483 	△464 	△19 	△574

資金収入調整勘定 	△3,108 	△3,128 	20 	△3,230 当年度支出合計 	21,651 	23,694 	△2,043 	21,531

当年度収入合計 	21,757 	21,710 	47 	21,626 翌年度繰越支払資金 	7,766 	7,659 	107 	9,643

前年度繰越支払資金 	7,660 	9,643 	△1,983 	9,548

　収入の部合計  29,417  31,353 	△1,936  31,174 　支出の部合計  29,417  31,353 	△1,936  31,174

概要�
資金収支特有の内容について説明します。

資金収入について 	
　借入金等収入	 運転資金にかかる短期借入金を予定しています。
　前受金収入	 令和８年度入試にかかる新入生の入学金や授業料を指しています。
　その他の収入	 各種特定資産の取崩収入を計上しています。

資金支出について 
　借入金等返済支出	 短期借入の返済を予定しています。
　その他の支出	 財務基盤強化のため、各種特定資産への積み増しを行います。

	 	 （単位：千円）

科目 予算 前年度予算 増減

営業収益 	57,500 	57,500 	0

営業費用 	6,000 	4,000 	2,000

営業利益 	51,500 	53,500 	△2,000

学校法人会計への繰入 	50,000 	50,000 	0

当期利益  1,500  3,500  △2,000

　寄附行為第38条にて定められた収益事業の令和７年度
の予算は右表のとおりです。
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「中期５ヵ年計画」に基づく令和７年度の施設関係事業、設備関係事業は以下のとおりです。

（１）  施設関係事業

部門 事業計画

国学院大学

若木タワー・熱源更新工事

球技場人工芝改修工事

グラウンドおよび野球場ブルペン照明改修工事

国学院高等学校 校舎建替基本設計料

国学院大学久我山高等学校 女子錬成館空調機設置に伴う電気工事

（２）  設備関係事業

部門 事業計画

国学院大学

ピアノ教室 ML システム設備および音響機器更新

たまプラーザキャンパス教室映像機器更新

教室 AV 機器改修工事

国学院大学北海道短期大学部 教学システムバージョンアップ

国学院高等学校

会議室　視聴覚システム

ジェットヒーター（２台）

理科館　生物実験室　空調機一式

理科館　化学講義室　空調機一式

文科館　部室　空調機３セット

国学院大学久我山高等学校

モニター更新に伴う機器備品

生徒用机・椅子購入

PBX 更新

国学院大学久我山中学校
モニター更新に伴う機器備品

生徒用机・椅子購入

施設・設備関係主要事業
学校法人國學院大學

令和７年度事業計画

令和７年度 施設・設備関係主要事業
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